(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名:住宅防火対策推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　消防課　予防保安担当　電話番号：058-272-1111（内2473）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：117千円（前年度予算額：117千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　平成２３年６月より設置が義務づけられた住宅用火災警報器について、総務省消防庁が実施した平成２３年６月時点の推計普及率が、61.1％と全国平均71.1％と比して、低い状況にある。
　そのため、市町村（消防本部）と連携し、奏功事例など住宅用火災警報器の設置効果を積極的に広報することにより、更なる普及啓発を図る。
	２　所要経費


　117千円
　　普及啓発用消耗品　　　　　30千円
　　普及啓発用リーフレット　　87千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　・自助を実践しやすい環境をつくる

	２　これまでの取組状況


住宅防火対策を総合的かつ効果的に推進し、もって火災の未然防止及び火災による被害の低減を図ることを目的とし、岐阜県住宅防火対策推進協議会を設置し、防火意識の高揚や住宅用防災機器等の普及促進等について対策を行ってきた。

　特に、近年は平成２３年６月に設置義務化となった住宅用火災警報器の設置促進についての対策の検討、関係機関等への連絡調整を行ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　住宅用火災警報器の設置義務化制度について、県広報計画による広報の他に、構成団体の発行する会報での広報記事の掲載や、構成団体の実施する研修会・講演会での講話の実施など、岐阜県住宅防火対策推進協議会を通じた住宅防火対策が図られた。
　なお、平成２３年７月に実施した、県政モニターへのアンケート調査によると、住宅用火災警報器の設置義務化についての認知率は、約９５％となっており、制度に関する周知は概ね図れている。
　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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